
敷金・保証金 294¶107¶600 0 0 294¶107¶600 ` ` ` 294¶107¶600

計 17¶722¶198¶918 164¶901¶416 12¶852¶252¶925 5¶034¶847¶409 ` ` ` 5¶034¶847¶409

２．有価証券の明細
\ 流動資産として計上された有価証券 （単位：円）

種類及び銘柄 取 得 価 額 時 価 貸借対照表計
上額

当期費用に
含まれた評
価差額

その他有価
証券評価差
額

摘要

大阪府219回
公募 171¶448¶400 170¶068¶000 170¶068¶000 0 24¶162

その他
有価証
券

大阪府257回
公募 496¶499¶020 501¶600¶000 501¶600¶000 0 1¶749¶064

西日本高速道
路10回 100¶311¶000 100¶160¶000 100¶160¶000 0 54¶905

計 768¶258¶420 771¶828¶000 771¶828¶000 0 1¶828¶131

貸借対
照表計
上額合
計

771¶828¶000

] 投資その他の資産として計上された有価証券 （単位：円）

種類及び銘柄 取 得 価 額 時 価 貸借対照表計
上額

当期費用に
含まれた評
価差額

その他有価
証券評価差
額

摘要

j浜名湖国際
頭脳センター 400¶000¶000 ` 400¶000¶000 0 0

その他
有価証
券

共同発行市場
公募地方債28
回

99¶560¶000 102¶790¶000 102¶790¶000 0 2¶892¶033

北海道平成17
年１回公募 99¶956¶000 102¶610¶000 102¶610¶000 0 2¶619¶134

大阪府48回公
募 101¶937¶000 100¶990¶000 100¶990¶000 0 153¶654

中日本高速道
路11回 101¶353¶000 100¶880¶000 100¶880¶000 0 190¶772

計 802¶806¶000 407¶270¶000 807¶270¶000 0 5¶855¶593

投資有
価証券 小 計 807¶270¶000

j岩手ソフト
ウェアセン
ター

400¶000¶000 415¶532¶905 400¶000¶000 0

j仙台ソフト
ウェアセン
ター

400¶000¶000 294¶532¶179 294¶532¶179 7¶434¶286

jいばらきＩ
Ｔ人材開発セ
ンター

400¶000¶000 250¶029¶624 250¶029¶624� 6¶088¶978

jシステムソ
リューション
センターとち
ぎ

400¶000¶000 92¶548¶244 92¶548¶244� 22¶308¶236

関係会
社株式

j石川県ＩＴ
総合人材育成
センター

400¶000¶000 366¶898¶021 366¶898¶021� 3¶293¶393

j名古屋ソフ
トウェアセン
ター

400¶000¶000 389¶600¶376 389¶600¶376 3¶568¶974

j広島ソフト
ウェアセン
ター

400¶000¶000 286¶439¶744 286¶439¶744�113¶560¶256

銘 柄 取 得 価 額
純資産に持分
割合を乗じた
価額

貸借対照表計
上額

当期費用に
含まれた評
価差額

摘 要

j北海道ソフ
トウェア技術
開発機構

400¶000¶000 251¶294¶868 251¶294¶868� 5¶599¶929

jソフトアカ
デミーあおも
り

400¶000¶000 411¶962¶248 400¶000¶000 0

平
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™
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日
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第
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š
号
)

官
報

注１ 当期増加額は「ＩＰＡ共通基盤システムの構築作業」（80¶463¶600円）」等の取得によるものであり、当期減少額は除却によるものであります。
注２ 当期増加額は「脅威情報ハンドリングシステム構築に係る機器類一式」（13¶965¶000円）」等の取得によるものであり、当期減少額は除却によるものであります。
注３ 当期増加額は「ＩＰＡ共通基盤システムへの電子ＩＰＡシステム移行作業（149¶940¶000円）」等によるものであります。
注４ 当期増加額は「脅威情報ハンドリングシステム構築作業（49¶350¶000円）」等によるものであり、当期減少額は除却によるものであります。
注５ 当期増加額は前期・当期におけるその他有価証券評価差額金及び償却原価法による利息によるものであり、当期減少額は前期・当期におけるその他有価証券評価差額金、償却原価法による利息及
び中途売却によるものであります。

注６ 当期増加額は代位弁済の実行及び債権区分変更によるものであり、当期減少額は回収及び償却によるものであります。
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